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２０２２年１１月

株式会社ジャパン・インフォレックス

代表取締役社長 西田邦生

ＪＩＩ

食品流通の未来は？

ー商品マスターからのＤＸー

日食協セミナー

1ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
2

本日の内容

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．流通について

Ⅲ．グレート・リセット

Ⅳ．中間流通 卸はなぜ必要なの？

Ⅵ．21世紀のメガトレンド

Ⅶ．ＪＩＩのデジタル戦略

Ⅷ．流通の未来を創る

Ⅴ．なぜ日本だけ卸が発展したの？

〈資料編〉
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Ⅰ．はじめに

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
3

西田 邦生 私の経歴 長野県生まれ

１９７７年 早稲田大学政治経済学部経済学科卒

１９７７年（２４） 国分株式会社入社

１９８１年（２９） 国分 福岡支店（現九州支社）総務係長
１９８７年（３５） 食品卸㈱立石専務取締役（出向）

１９９０年（３８） 国分 経営統括室 新規事業開発本部
１９９４年（４２） 兼システム推進担当
１９９５年（４３） 早稲田大学 アジア太平洋研究

センター特別研究員
２００３年（５１） 取締役グループ企業統括本部長

２００５年（５２） 廣屋国分㈱代表取締役社長
２００８年（５６） 中華人民共和国 上海駐在
２０１０年（５７） 審査法務部 国際法務担当

２０１１年（５８） ㈱ジャパン・インフォレックス （出向）
２０１２年（６０） 代表取締役社長

兼 多摩大学院客員教授
２０１５年６３） 兼 流通問題研究協会理事
２０２２年（６９） 多摩大学大学院客員教授退任
２０２２年（７０） 食品産業功労賞「流通・情報部門」受賞

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅ
ｄ

株式会社ジャパン・インフォレックス 代表取締役社長
一般社団法人 流通問題研究協会理事／元多摩大学大学院経営情報学科 客員教授

「オジスティクス・イノベーション」

高橋輝夫＋ネオロジスティクス共同
研究会（共著）

4
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Ⅱ．流通について

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
5

売買

金融物流

１． 流通の３要素＋１

supply chain 
management

第４の要素 情報（情報流）

＋ merchandising
＋ marketing

代金回収／代金支払い

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
6
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２． 流通の面白さ

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
7

交換価値
（資本の論理）

生
産
者

消
費
者

使用価値
（人間の論理）

堤清二の「変革の透視図」（日本評論社）の視点

転換

流通は勘定と感情の交差点にある

３．流通は環境から影響を受け、環境に影響を与える

歴史・文化（慣習） ＋ 政治・制度

人口・経済 ＋ 生産・輸配送・情報テクノロジー

景況・流行

供給・需要
価格

取引慣習
制度･規制

第一義的な機能
「流通機能」

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
8

第二義的 「社会・経済から影響を受け、社会・経済に影響を与える機能」

堤清二の「変革の透視図」（日本評論社）の視点



—  57  —

00

大
店
立
地
法

８５年 プラザ合意

ECR
MＳ

第2次
流通革命

高
度
成
長

第3次
流通革命

第1次
流通革命

９０年 ﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊

EOS
全国ﾈｯﾄw

POS

SCM
物流提案
３ＰＬ

日本経済の流れ

０８年 リーマンショック

日本 人口減少

酒
類
免
許
緩
和

７３年 オイルショック
低
成
長

ﾊﾞ
ﾌﾞ
ﾙ

現 在

６０年 高度成長

大
店
舗
法
改
正

70．公衆電気
通信法改正

85．電気通信
事業法改正

共配センター

ＩＣＴ
ＥＣ

法令／ﾃｸﾉﾛｼﾞｰのｲﾝﾊﾟｸﾄ

ＥＣ
オムニ

チャネル化
ＤＸ
ＳＤＧｓ

失
わ
れ
た
20
年

ﾄﾚﾝﾄﾞ

１９５５年以降

組織小売業の台頭
セルフ方式
チェーンオペレーション
業種店から業態店が主流

1次価格破壊 一物一価の終焉

１９８０年以降

ＥＯＳ・ＰＯＳの導入
広域物流体制 → 配送センター
売場起点の商品開発

広域対応 → 卸のグループ化

１９９０年以降

バブル崩壊とグローバル化
ハードディスカウントストアーや
カテゴリーキラーが台頭
小売業整理統合（商社流通進出）
提案型物流、３ＰＬ
主婦パート社員比率急進

１９９８年以降

インターネット１．０
２０１０年以降

インターネット２．０

流通変化の概要

１９６０

１９７０

１９８０

１９９０

２０００

２０１０

西 暦

流通の変化経済環境５．流通年表

新型コロナ流行 ＤＸ
20 ＥＳＧ
脱炭素

２０２０

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
9

Ⅲ．グレート・リセット

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
10
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ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

人口の増加

廃棄物問題

資源問題

発展途上国
人口爆発

ＩＴ革命

グローバル化

ＧＡＦＡの
情報独占

貧富の格差拡大

途上国の
貧困

教育格差

移民問題

保護主義の台頭

金融資本主義

ＳＤＧｓ

ＣＯ２
ゼロミッション

気候変動
災害の多発

パンデミック

ガソリン車から
ＥＶ、ＰＦＶ

貧富の格差拡大

先進国
高齢化

ジェンダーフリー

サイバー攻撃

インターネット等
規制の強化

露ウクライナ侵攻

“ Ｖ ＵＣ Ａ ” の時代

１．予測が困難な時代になった

11

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

人口の増加

廃棄物問題

資源問題

発展途上国
人口爆発

ＩＴ革命

グローバル化

ＧＡＦＡの
情報独占

貧富の格差拡大

途上国の
貧困

教育格差

移民問題

保護主義の台頭

金融資本主義

ＳＤＧｓ

ＣＯ２
ゼロミッション

気候変動
災害の多発

パンデミック

ガソリン車から
ＥＶ、ＰＦＶ

貧富の格差拡大

先進国
高齢化

ジェンダーフリー

サイバー攻撃

インターネット等
規制の強化

露ウクライナ侵攻

“ Ｖ ＵＣ Ａ ” の時代

１．予測が困難な時代になった

12

Volatility    変化の幅が大きい

Uncertainty いつ何が起こるか予測できない

Complexity   物事が複雑に絡み合う

Ambiguity 因果関係が分かりにくい
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２．これからの流通は 新たな社会を支援するもの

人口爆発

環境問題

資源問題

食糧問題

格差拡大

雇用不安

ナショナリズム

経
済
成
長
の
負
の
側
面
が
顕
在
化

ＪＩＩ

環境の変化と新たな問題

規模・生産性
利潤を追求す
る 経済活動

20
世
紀
の
パ
ラ
ダ
イ
ム

コ
ロ
ナ
に
よ
る
構
造
変
化
の
加
速

・有限の資源と環境を
どのようにシェアするか?

・IT革新による生産性向
上と人間の生活の営み
をどうに両立させるか?

・格差が広がる社会の中
で、新しい価値感を希
望のあるものに育む手
立ては?

パ
ラ
ダ
イ
ム
の
閉
塞
感
と
混
迷

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ 13

新 た な パラダイム 人間経済が拡大:人々が生活するために必要な経済活動

新 た な 価値観 多極化と多様性する人々が共存する社会

新たな社会を支援する流通

日本の流通と卸売

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
14

Ⅳ．中間流通：卸はなぜ必要なの？



—  60  —

１．ＴＶ通販 卸がないと安く買える？

15

激安！
「産地直売で、
中間マージンを
排除したからできた
このお値段」

卸無用 １

２．林周二『流通革命』の問屋無用論

林周二 (写真左)
（1926年-2021年）35歳で『流通革命』を発表。当時すでに東京大
学教養学部助教授（統計学専攻）で、マーケティング関連の単著・
共著を複数上梓していた。

出典「環境対応業 食品卸とサプライチェーンの300年」食品新聞社刊 ㈱ジャパン・インフォレックス 横田弘毅著

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
16

刊行 1962年11月15日 版元 中央公論新社 (中公新書第1回配本)

スーパーは合理的な大量廉価販売によって小売市場の主導権を握り、大多数の零細
小売店は衰退する。さらには中間機構を体内化してメーカーと直結し、卸売業は排
除される。（ｐ１７０）

卸無用 ２

非表示

非表示
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３－１） 流通に卸があると何が変わるか？

M1 M2 M3

R1 R2 R3 R4

M1 M2 M3

R1 R2 R3

W

R4

問屋がない場合

配送経路数
↓

ﾒｰｶｰ数(M)×小売店数(R)

配送経路数
↓

ﾒｰｶｰ数(M)＋小売店数(R)

問屋がある場合

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
17

４． 企業数が異常に多い日本
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％

イギリス

ドイツ

フランス

アメリカ

日本

２）欧米諸国の食品小売業上位５社の集中度

※アメリカは上位１０社だと７２％

８６％

６９％

６６％

３５％

２０％

米国 英国 独国 仏国 日本

１万人
当たり
の店舗
数

７．３ １２．９ ２１．７ １４．３ ４１．９
（３７．８）

店舗
密度

1/7ｋｍ 1/1.8km 1/1.4km 1/1.7km 1/830m
(1/1.2km)

１）食品小売店の国別店舗密度1

出所：グローバル化などビジネスモデルの出現を踏まえた流通業の取引慣行に関する調査
研究会報告2000.12 公益財団法人流通経済研究所

原典：Euromonitor “Retail Trade International” (1998)をもとに筆者が加工

日本の（ ）は2015年の状況

店舗密度：店舗数を国土面積（K㎡）で除した数値

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
18

３）桁違いのメーカー数
ＪＩＩマスターＤＢ 約２００万件
英国マスターＤＢ 全産業20万件
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５． 多店舗、多メーカーは消費者も望んでいる

多店舗

多ﾒｰｶｰ
消費者

ニーズ

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
19

①徒歩圏で買い物をする住環境

②鮮度を求める買い物スタイﾙ

①和洋中の食の多様性

②旬や地域の名産品・特産品を
楽しむ食スタイル

多店舗を求める消費者ニーズ 多ﾒｰｶｰを求める消費者ニーズ

豊かな食文化住環境

多店舗

多ﾒｰｶｰ

クリティカル
マス

消費者

ニーズ

６． 問屋が機能するにはそれなりの経済規模が必要

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

日本以外にも多店舗、多メーカーが適した国はあったはず．．．

20

流通を支える経済的規模



—  63  —

江戸システムと卸流通

Ⅴ．なぜ日本だけ卸が発展したの？

21

１．卸を必要とした江戸期の幕藩体制

１．２大都市を結ぶ物流大動脈は最初から必要だった。

巨大非生産地「江戸」 物資供給基地兼中央市場としての大坂

これにより幕藩体制強化の意図に反して、貨幣経済も急速に発展することになった。

２．大坂の物資（下りもの）を、江戸で滞りなく売りさばくために、大規模な問屋が

必要

やがて大坂・江戸間の廻船開設後、元禄年間(１６９７年）には江戸に十組問屋が結成され、それ

に呼応して大坂では、船積み問屋が二十四組問屋を組織された。

その後の代表的な担い手が江戸の「伊勢商人」と、全国に広がった近江商人である。

３．年貢米を市場で換金する「廻米」を基盤に、全国に海運ネットワークが広

がった。

とくに安全な西廻りで東北・下関・大坂・江戸を結んだ航路が発展し１８世紀末以降、西廻り

を蝦夷まで延長させた松前船が大いに繁盛した。

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ reserved

江戸・大坂間の物流と廻米を軸にロジスティクスと貨幣経済が発展した。
その海運と商売を問屋が担い、日本の流通と商慣習の基盤となった。

22
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２．流通ネットワーク：海運の発達

１．大坂・江戸間幹線ルート 定期貨物便船

③ 江戸十組問屋・大坂二十四組問屋

２．廻米が育んだ 東北・北陸諸藩と大坂間の 西廻航路、東廻航路

Copyright© All right reserved JII
23

① 菱垣廻船

① 西廻海運

②樽廻船

② 東廻海運

Ⅵ．２１世紀のメガトレンド

ＳＤＧｓ、ＥＳＧ、ＥＶ化．．バズワードはどれ？

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
24
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確かな事実

１．急激に増加する世界人口

２０００年６１億人、２０２０年７８億人

２０４０年は９２億人

１）増えるのはアフリカやインドなど発展途上国

２）発展途上国では、中間層が急増

２．資源と環境問題

途上国の急激な人口増により、食料、水資源、

第一次エネルギーの需要が急増し、その廃棄

物処理も深刻なテーマになる。

１）安定とクリーンを目指す 先進国

カーボンニュートラルな社会を望む

２）発展して文化的生活を望む 発展途上国

×巨大化するグローバルな情報・金融資本主義

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

１．2020年以降の経営環境とＳＤＧｓ
表-1

表-１

25

SDGｓ

環境・
資源
問 題

金融資
本主義

貧富の
差の
拡大

ＩＣＴ
グロー
バル化

対立

グローバル世界に
おける法律を超え
た高次元な合意

sustainability

格差を生む

２．人間中心の価値創造マーケティング

マーケティング 3.0 （フィリップ・コトラー）
「価値とは何か」：変化する価値感

マーケティング1.0
製造中心

マーケティング2.0
消費者中心

マーケティング3.0
社会的視点で人間中心

消費者嗜好が「モノからコト」へシフトしたと言われ
るように飽和と情報過多な、また社会的問題が顕
在化した社会に生きる消費者の価値観に沿って、
共感を得るためのマーケティングの段階。 広くとら
えると「世界をよりよいところにする」ことに帰着する、
社会性を帯びたマーケティング。

社会環境の変化とマーケティング マーケティング4.0
人間中心とＩＴの融合

Marketing=market-ing
新しいターゲット
移動性と接続性が高い
中流階級の若い都市住民

「継続性」
マーケティング史上

最も重要なgame changer

ハイテクな世界では、人々はよりハイタッチ（人間的なふれ
あい）を強く求め、ビッグデータ分析に支えられて、製品は
よりパーソナライズされ、サービスはよりパーソナルになる。

6

2009年

2016年

「マインド・ハート・スピリッツ」を持つ全人的
（人間中心）ＩＴとマーケティングの融合

マーケティング5.0
デジタル化のジレンマを克服し、高度化するＩＴ を

人間のためのテクノロジーにする 2022年

Ｚ世代とアルファ世代によりもう一度進化する段階。
①人間にプラスの変化をもたらし、生活の質を向上
させること。

②人間のあらゆる面で技術の進歩をさらに進めること。

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
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識別子となる商品マスターの整備

３．小売・流通のデジタル・トランスフォーメーション

人口減少・都心
集中/競争激化

顧客行動の理解
深化とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

流通環境の激変
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾈｲﾃｨﾌﾞ主役へ

SDGs・ﾎﾜｲﾄ物流
HACCP対応

オートメーション化デジタル
マーケティング

オムニチャネル
ＯＭＯ ＳＣＭ再構築

（５Ｇの出現によるＩoＴの加速＋ＡＩの活用）× コロナ禍

作図参考：大日本印刷「Ｄｙｎａｍｉｃ Ｒｅｔａｉｌｉｎｇ」

レジ、棚卸・発注作業
棚札作業ゼロ化

カスタマー・ジャニー
の把握

新たな顧客囲い込み
= ＣＬＴＶ

実店舗とECが
シームレス化

新しい消費者体験
の創造

Society5.0
新たなエコシステム
ラストマイルの構築

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ＲｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ

27

Ⅶ．ＪＩＩのデジタル戦略
（ＪＩＩは(株)ジャパンイン・フォレックスの通称です。）

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
28
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Copyright(C) Japan Inforex.Inc All rights reservedＪＩＩ

１.(株)ジャパン・インフォレックスの会社概要 ＪＩＩ

会社概要
・所在地 東京都中央区日本橋本石町三丁目２－１２
・設立 2006年4月
・資本金 24,000万円
・代表取締役社長 西田 邦生
・出資企業 ９社 国分グループ本社㈱、㈱日本アクセス、三菱食品㈱、

加藤産業㈱、三井食品㈱、伊藤忠食品㈱、㈱トーカン、
日本酒類販売㈱、㈱ファイネット

企業目的
1) 食品卸売業の商品マスターデータベースセンターとして業界の標準化と
合理化に貢献する。

2) 商品マスターの革新と、情報ネットワークの強化を図り、食品分野の商品情報
基盤を担うインフラ企業を目指す。

29

品質情報

物流情報

商品規格

２．商品マスターとは

データ処理

商品名・ブランド名

定性（コメント）情報

商
品
情
報

管理区分一般・個別

Ｉ
Ｔ
の
進
歩
に
つ
れ
て
領
域
が
拡
大

商品データ

標準化整備

標準化整備途上

標準化未整備

商品マスタ

画像データ

※主な項目：色別内容

仕入れ・販売マネジメント情報

売掛・買掛財務情報

入出荷・在庫等物流情報

品質（標準商品規格書）

営業企画情報等
マーケティング情報

標準化非対象

商品コード
数字データのみの情報

※主な項目
商品コードを解読

膨大な
商品データ

４９０１８２０4１０９６２
１

卸

内容量（g/ｍｌなど）

物流情報（ｻｲｽﾞ/保存期限）

Copyright(C) Japan Inforex.Inc All rights reservedＪＩＩ
30



—  68  —

加工食品
28%

デイリー
20%冷凍食品

15%

酒類
14%

菓子
12%

生鮮
3%

非食品
8%

2022/9/末

247万件

加工食品
28%

デイリー
18%冷凍食品

13%

酒類
16%

菓子
12%

生鮮
3% 非食品

10%

2019/12/末

261万件

※2021年～2022年に不要
レコード削除（約66万件）

３．商品マスターの保有状況

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

全体EDI化率 推移表

EDI率(22年)

EDI率(21年)

EDI率(20年)

業種別企業数

登録メーカー

卸売業
小売業
その他

利用企業計

252 7,872 8,124

49 40 89
5 7 12
4 15 19
58 62 120

ＦＤＢ Ｉｎｆｏｒｅｘ 合計

2022年９月30日現在４．加盟・参加企業の状況

Inforex有料化
対象企業 有料化承諾 シェア（％） 内新規 交渉継続

企業数 7,652 2,227 29.1 264 5,425

保管件数 696,622 312,357 44.8 384265

2022年6月1日現在

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
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５． ５Ｇが実用化で物流ＤＸがいよいよ本番

新たな業界インフラや商品コンテンツの整備が急がれる。

超高速 100倍速 最大１０Gｂｐｓ

超低遅延 １ミリ秒程度

多数同時接続 １００万台／１ｋ㎡

・自動運転・遠隔処
理がリアルタイム
に近づく
・狭いエリアで多数
の端末接続が可能
かつ低電力消費
・ヒト・物識機能アッ
プ

５Ｇになると

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

２０２０年により実用化 基地局整備 ２０２５年

２０２０年代 ５Ｇ ＩｏＴ本番 ： 流通・物流分野の劇的な変革時代が到来する？

物流分野の
ＤＸが本番

今後10年間の
経済効果
総額8兆ドル

流通関連
2.6兆ﾄﾞﾙ

33

イネーブル基盤の整備

６．食品業界におけるサプライチェーンＤＸの鍵
参考：A collaborative report by DHL and Cisco on implications and use for the logistics industry 2015 

抄訳 LOZI-BIZ 大矢秀紀ＬＯＺＩ＝ＢＩＺ 2015年7月号

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

２．食品業界の高いハードル

１．サプライチェーンのＤＸは１０ か ０

１．サプライチェーンに関わる全てのプレー
ヤーとの強力なコラボレーション

２．投資意欲

３．最終目的の共有＝コンセンサスの形成

サプライチェーンと食品業界

ＤＸにおける生態系形成のポイント

⇒ 全参加が必須条件

⇒ 薄利で細分化した企業多い

エコシステムの形成
（生態系の形成）

皆が利用できる識別子 識別子識別装置やタグ
収集データを共有する

相互運用性

サプライチェーン構築の鍵

機器やテクノロジーは今でも存在する。いかに物を識別させるか

34
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７．多企業の壁 （ＪＩＩの事例）

ﾒｰｶｰﾙｰﾄ
ＥＤＩ登録

65%
約7,755社

卸ルート
約 35%

約16,000社

ＦＤＢ
約15%
255社

ＩＮＦＯＲＥＸ
約50%

約7,500社

2019年登録率
9月末

（１０月末）

83%
（85.5%）

35%
（38.7%）

JII ＤＢのルート別登録
データ構成比（％）

2019年 消費税税率区分登録状況

卸が必要なデータ
を卸が各自登録 －%

35ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

８．ＪＩＩのネットワーク戦略 1）ネットワークの強化 ／ 2）ユーザーの拡大

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

１）ネットワークの強化

２）ユーザーの拡大

有料化＝※EBN（Efficient Business Network）の整備
⇒ Target500を推進

Inforexの総データ量の80％を占めるメーカーのEBN化を目指し、有料化未承諾メーカーのうち
登録データ件数上位約500社を 「Target500」 のスローガンで組織的な勧誘活動を実施す
る。

ＪＩＩからも情報発信を行い、
メーカーとの結びつきを強化

ＤＸ対応や法令改正に伴うマスター項目の追加。変更変更時の
登録の迅速化と徹底

ネットワーク拡大

機関紙の発行
セミナーの開催

接続性

継続性

効果

共有化

36
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業界標準ＤＢ 商品
DB

方向性小売り特化

＋製配標準化

小売り
反映の
方向性 ＋製配標準化

レジスト
リーの
方向性

主要5項目

食品 日雑 医療

品
その
他

業界標準ＤＢ

【商品基本情報項
目】
・GTIN
・商品名
・分類
・ブランド名

・内容量

産業レ
ジスト
リー

医療
品

食品

日雑

その
他 食 品 小売店

小
売
店

年間件数 （食品の10倍として）
異業種のデータ200万件以上

年間件数（品揃えの５０％として）
15千件

年間件数
200千件

全産業 食品流通業界 食品小売業界

日本の商品情報アーキテクチャー形成の方向性

９．日本の多企業の壁をこえるには

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ
37

既存ＪＩＩ ＤＢ

• 標準化
• 共有化
• 網羅性

ＤＸデータ要件

・ＡＩ用画像

・ＩＯＴ用高精度なデータ

小売り参加

・当該小売りが必要な商品

を高度化

・高度化要件の定義、セン

サー感知度等の実験

・小売りと共同で現物商品

を調達
小売りの7～8割をカヴァー
するDBを実現

＜ 課題 ＞
登録コスト大
・商品の現物入手が必要
・既存DBのすべて登録の
メーカーがら賛同は得づ
らく時間がかかる。
・ 未使用データ多く、ロス
が大きい。

※参加小売りを拡大し
データを拡張

メーカ起点のデータ化 小売り起点の絞り込みDX対応DX対応
DB

官民一体の協力体制

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

食品卸
JII
設立

※当面 大手全国チェーン2社

Category1 Category2

１０．小売DX 商品マスター:DX対応高度化の方向性

38
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Lv.1 全産業向け
産業レジストリー

全産業の商品データカ
タログ
（ＧＪＤＢ内に構築）。

参入企業用の商品情報
ゲートウェイ

Lv.2 業界標準
商品マスター

業界製・配・販のサプラ
イチェーン用標準マス
ター

Lv.3 高品位ＤＸ用
商品マスター

ＩＴ用高精度情報

小売りが使用する商品
に絞り込み、精度の高
い情報・詳細情報、およ
びＤＸ用の画像を整備

Infomart
Q-pits
連携

シングル
インプット

商談・企
画情報

製配販

ＷＦ化

１０．ＪＩＩのエコシステム構想

ＪＩＩ Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

ＪＩＩ
マスター

ワークフロー連携
ＰＬＡＮＥＴ
マスター

＋医薬品

品揃え商品マスタ

ーの高度化

小売り数社と
のコンソーシ

アム

デファクトスタ
ンダード化

品揃え商品ＤＸ

画像整備

小売り数社と
のコンソーシ

アム

デファクト
スタンダー
ド化

マスターのレベル
Lv.１基本情報
Lv.2 業界標準情報
Lv.3 高品位情報

品質系情報標準化・整流化

マスター連携

ＧＳ１
Ｊａｐａｎ
産業レジス
トリー

データ基盤
提供

参入ユーザー
導引

基盤整備とデータ絞り込み 拡大推進

連携化へ

Q-PITS :
品質系情報

食品業界内エコシステム
日雑連携
エコシステム

全産業向け
エコシステム

(株)ジャパン・インフォレックス作成

英字注釈） ＷＦはワークフロー

39

Ⅷ．食品流通業界の未来を創る

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ
40
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１．流通のデジタル化を阻む壁を乗り越える鍵

製造業、小売業の 多企業の壁

製・配 ｖｓ 小売りの分断

構造の壁

制度の壁

41

企業と産業を超えたデジタル化・ネットワーク化で
生産性向上

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ

２．生産性向上 サプライチェーンのＤＸは１０か０

ＮＯ ＤＩＧＩＴＡＬ
ＮＯ ＢＵＳＩＮＥＳＳ

Ｔｏ ｔｈｅ ＤＩＧＩＴＡＬ
ＮＥＴＷＯＲＫ

マインド共有

情報連携の意思

42
Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄ

サプライチェーンに関わる全てのプレーヤーと
コラボレーションを実現する

強力なコンセンサスづくり

ＪＩＩ
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３．協同領域のシステムの共同・共有化

Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ（Ｃ）Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｏｒｅｘ . Ｉｎｃ Ａｌｌ ｒｉｇｈｔｓ ｒｅｓｅｒｖｅｄＪＩＩ

まず「流通基盤」の共同化
１．目的 技術革新に対応し、システムのレベルと歩調を合わせる
２．精神 公共性が高く、広く流通全般に受容される取り組み

商品情報基盤：
商品マスター 約20年で8合目

１．小売りとの連携
２．画像取り扱い

トランザクション基盤：
ＥＤＩ共通基盤
日食協共通プラットフォーム構想

事業化・運営の精神

１．社会的ｲﾝﾌﾗ整備

２．公共性への配慮
３．企業の繁栄

残りの課題
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ご聴講ありがとうございました。
流通の未来を皆で築いて行きましょう。

ＪＩＩ


